
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費　　　
	事業名　新観光産業生産性向上促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　商工労働部 観光国際局 観光企画課 政策企画係　電話番号：058-272-1111（内3059）

　　　　　　　                         E-mail：c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　　4,748千円（前年度予算額：　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	4,748
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,748

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
観光産業においては、「接客・給仕」の有効求人倍率が高い数値で推移　　しているほか、宿泊業の高齢化が顕著となるなど、将来に向けた人材確保が急務となっている。

こうした中、観光産業として有能な人材を安定的に確保し、観光客の満足度を高める「おもてなし」の実現に向け、産業自体の経営力を向上させる　　取組みを支援するとともに、現場で働く方々がやりがいを持って仕事を出来るよう、効率的かつ働きやすい職場環境づくりを進める。

（２）事業内容

1 観光産業生産性向上研修

　　　本研修により、「働き方改革」を含めた生産性向上に取り組む観光産業事業者を拡大するとともに、実際に生産性向上を成し遂げた事例を共有し、人材不足対策の一助とする。

　　　　■経営者向けの意識啓発セミナー（実践研修の前後に実施）
　　　　■生産性向上実践研修（美濃・飛騨地域で各１０施設、４回程度）
　　　　　・フロント、お客様係、清掃、調理など、各部門での課題を持ち寄り、
具体的改善策を学ぶ研修を実施。

2 観光地域づくりスキルアップ研修

　　　　観光地において、「観光地経営」の視点に立ち、観光客の発地や周遊　　ルート、消費動向などの統計分析や、売れる着地型商品造成の手法など、観光地域づくりに資する、実践的なスキルアップ研修を実施
（テーマを厳選して全３回程度）
（３）県負担・補助率の考え方

本事業は県内の観光産業の生産性向上を図ることを目的とする事業であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	150
	講師謝金

	旅費
	371
	費用弁償、業務旅費

	委託料
	4,132
	生産性向上研修

	消耗品費
	20
	事務費

	印刷製本費
	75
	チラシ等作成

	合　計
	4,748
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

「岐阜県長期構想」

Ⅱ－３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　　　　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
「岐阜県成長・雇用戦略2017」観光産業の基幹産業化プロジェクト

（２）国・他県の状況

　　　観光産業人材の確保に向けて、近年、各県でも様々に取り組まれている。
（３）後年度の財政負担
短期的に解決できる問題ではなく、一定期間、継続して行う必要がある。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
本事業の実施により、平成３２年度末の時点で、「業務効率の向上⇒　　　サービスの向上、安定化⇒県の観光産業力アップ」というサイクルが実質的に機能し、下表のとおり観光消費額が増加することを目標とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	観光消費の経済波及効果
	  　 億円
（H - ）
	4,124億円

（H26）
	4,214億円

（H27）
	4,601億円

（H28）
	5,000億円

（H32）
	92.0 ％

	観光入込客数（実数）
	  　 万人（H - ）
	3,686万人
（H26）
	4,360万人
（H27）
	4,696万人
（H28）
	4,600万人

（H32）
	102.1 ％

	外国人延べ宿泊者数
	  　 万人
（H - ）
	60万人
（H26）
	93万人
（H27）
	 101万人
（H28）
	150万人

（H32）
	67.3 ％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

〇

	本事業は観光産業の生産性向上を目的とする事業であり、県の　関与は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

〇

	高度な専門性を必要とする生産性向上研修に関しては、委託事業としており、効率化が図られている。


（今後の課題）

	働き方改革を含めた生産性向上に向けた取組みを広く浸透させる必要が　　ある。



（次年度の方向性）
	短期的に解決できる問題ではなく、少なくとも３年の事業継続が必要と考えている。


